　　　十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実施要綱
令和３年３月19日
十日町町市告示第39号
　（趣旨）
第１条　この告示は、日常生活上の困りごとがある高齢者及び障がい者に対し、その改善に資するサービスを提供することにより、住み慣れた居所で安心して住み続けられるようにするとともに、その取組によって住民同士の助け合いの意識を醸成することを目的として実施する高齢者・障がい者安心サービス事業について必要な事項を定めるものとする。
　（事業の実施）
第２条　この事業の実施主体は、十日町市が別に基準を定めて認証した団体等（以下「認証団体」という。）とする。
　（対象者）
第３条　この事業の対象者は、市内に住所を有し、認証団体により事業を利用する必要があると認められる高齢者及び障がい者（以下「利用者」という。）とする。
　（事業の内容）
第４条　認証団体が利用者に対し、次に掲げるサービス及びそれに付随する傾聴サービス（利用者の話し相手となるサービスをいう。）を併せた生活支援サービスの提供を行うものとする。
　(1)　日常的な買い物
　(2)　日常的な掃除・洗濯
　(3)　日常的な調理
　(4)　日常的なごみ捨て
　(5)　家の周りの草取り
　(6)　日常的な玄関先の道付け（冬期間に限る。）
(7)　その他市長が必要と認めたもの
　（実施方法）
第５条　認証団体は、生活支援サービスの趣旨を理解した上で、前条に規定する生活支援サービスを利用者に提供するものとする。
　（利用者負担額）
第６条　利用者が負担する料金（以下「利用料」という。）は、有償とし、その額は認証団体が定めるものとする。
２　利用者は、利用料のほかにサービスの提供を受ける際に実費費用が生じるときは、その費用を負担するものとする。
３　利用者は、利用料及び実費費用を認証団体に支払うものとする。
　（実績報告及び経費補助）
第７条　認証団体は、月毎に当該月分をまとめた実績報告を、翌月10日までに市長に報告しなければならない。
２　認証団体は、前項の実績報告に基づいて、サービスの提供0.5時間につき500円の経費補助を受けることができる。ただし、0.5時間に満たない端数が生じた場合はこれを切り捨てることとする。
３　市長は、第１項の実績報告が適正であった場合は、当該実績報告があった日から起算して、30日以内に経費補助の支給を行うものとする。
　（経費の返還）
第８条　市長は、認証団体が偽りその他不正の手段によって当該経費補助の支給を受けた場合は、支給した当該経費補助の全部又は一部を返還させることができる。
　（設備等）
第９条　認証団体は、事業の実施に当たり、常に連絡が取れるようにするなど、事業に必要な設備、備品等を備えなければならない。
　（衛生管理等）
第10条　認証団体は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。
２　認証団体は、事業に使用するために用意した設備、備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。
　（秘密保持等）
第11条　従事者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族に関する秘密及び個人情報を漏らしてはならない。従事者を退いた後も同様とする。
２　認証団体は、当該事業所の従事者及び従事者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族に関する秘密及び個人情報を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
　（事故発生時の対応）
第12条　認証団体は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市及び当該利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。
２　認証団体は、前項の規定による事故の状況及び事故に対して講じた措置を記録しなければならない。
３　認証団体は、利用者に対するサービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。
４　認証団体は、損害賠償に対応した保険等に加入しなければならない。
　（事業の廃止又は休止による便宜の提供）
第13条　認証団体は、当該サービス事業を廃止又は休止しようとするときは、当該サービスを受けていた者に、当該サービス事業の廃止又は休止の日以後においても、引き続き当該サービスを希望する者に対し、必要なサービス等が継続的に提供されるよう、地域包括支援センター、他の認証団体及びその他の関係者との連絡調整により、便宜の提供を行わなければならない。
　（状況報告等）

第14条　市長は、必要があると認めるときは、認証団体に対し、当該事業の運営について随時報告させ、又は実地にて調査し、必要な指示をすることができる。
　（認証の取消し等）
第15条　市長は、認証団体がこの告示又は市例規等に反した場合、第２条に定める認証を一定期間停止し、又は取消すことができる。
２　市長は、前項の規定による認証の停止又は取消しにより発生した損害は、補償しないものとする。
　（帳簿等の保管）
第16条　認証団体は、本事業に係る書類及び財務書類を市が定める期間、適切に管理保管しなければならない。
　（その他）
第17条　この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和３年４月１日から施行する。
　（十日町市高齢者安心サービス事業実施要綱の廃止）
２　十日町市高齢者安心サービス事業実施要綱（平成26年十日町市告示第511号）は、廃止する。
附　則（令和４年４月13日十日町市告示第86号）
　　この告示は、公布の日から施行し、改正後の十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実施要綱の規定は、令和４年４月１日から適用する。
附　則（令和５年２月27日十日町市告示第15号）
　（施行期日）

１　この告示は、令和５年４月1日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示の施行の日前に行われた認証団体によるサービスに係る第６条及び第７条の規定の適用については、なお従前の例による。
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